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第1章 我が国の研究力の現状と課題 

近年、我が国の研究力の低下が指摘されています。今世紀における我が国の自然科学系ノーベ

ル賞受賞者数は米国に次ぐ世界第２位ですが、この受賞者数が、必ずしも現在の我が国の研究力

を示しているわけではありません。研究力を測る主要な指標である論文指標については、2000

年代前半より、国際的な地位の低下が続いている状況です。定量的な指標のみをもって研究力を

判断することはできませんが、このような状況は深刻に受け止めるべきです。 

 

本章では、論文数や注目度の高い論文数、論文生産に影響を及ぼす大学等の研究者数、研究者

の研究時間割合、研究開発費等の各種データの推移について、主要国と比較し、我が国の研究力

の現状と課題を分析します。 
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我が国のノーベル賞受賞状況 

2021年（令和３年）10月５日、眞鍋淑郎博士（プリンストン大学客員研究員、国立研究開発

法人海洋研究開発機構フェロー）が、クラウス・ハッセルマン博士、ジョルジョ・パリーシ博士

とともに、ノーベル物理学賞に選ばれました。我が国のノーベル賞受賞者は、眞鍋博士で28人目、

物理学賞では12人目となります。 

ノーベル賞はアルフレッド・ノーベルの遺言に基づき創設された国際的な賞です。第１-１-１

表のとおり、我が国では湯川秀樹博士が1949年（昭和24年）に物理学賞を受賞して以降、自然

科学系（生理学・医学賞、物理学賞及び化学賞）では計25名が本賞を受賞しました。今世紀では

米国に次いで世界第２位（19人）であり、大きな存在感を示しています。 

 

■第１-１-１表／我が国のノーベル賞受賞者（自然科学系） 
  

 
  

資料：文部科学省作成 
  
 

 

  

受賞年 氏名 部門  対象研究

1949 湯川 秀樹 物理学賞  核力の理論的研究に基づく中間子の存在の予想

1965 朝永 振一郎 物理学賞  量子電磁力学の分野における基礎研究と素粒子物理学についての深い結論

1973 江崎 玲於奈 物理学賞  半導体内および超伝導体内の各々におけるトンネル効果の実験的発見

1981 福井 謙一 化学賞  化学反応過程の理論的研究

1987 利根川 進 生理学・医学賞  抗体の多様性に関する遺伝的原理の発見

2000 白川 英樹 化学賞  導電性高分子の発見と発展

2001 野依 良治 化学賞  キラル触媒による不斉反応の研究

2002 小柴 昌俊 物理学賞  天文物理学、特に宇宙ニュートリノの検出に対するパイオニア的貢献

2002 田中 耕一 化学賞  生体高分子の同定および構造解析のための手法の開発

2008 南部 陽一郎 物理学賞  素粒子物理学における自発的対称性の破れの発見

2008 小林 誠 物理学賞

2008 益川 敏英 物理学賞

2008 下村 脩 化学賞  緑色蛍光タンパク質（GFP）の発見と生命科学への貢献

2010 根岸 英一 化学賞

2010 鈴木 章 化学賞

2012 山中 伸弥 生理学・医学賞  成熟細胞が、初期化され多能性を獲得し得ることの発見

2014 赤﨑 勇 物理学賞

2014 天野 浩 物理学賞

2014 中村 修二 物理学賞

2015 大村 智 生理学・医学賞  線虫の寄生によって生じる感染症に対する画期的治療法の発見

2015 梶田 隆章 物理学賞  ニュートリノが質量を持つことの証拠であるニュートリノ振動の発見

2016 大隅 良典 生理学・医学賞  オートファジー（自食作用）のメカニズムの解明

2018 本庶 佑 生理学・医学賞  負の免疫制御の抑制によるがん治療の発見

2019 吉野 彰 化学賞  リチウムイオン電池の開発

2021 眞鍋 淑郎 物理学賞  変動性の定量化・信頼性の高い地球温暖化予測を実現する地球気候の物理モデルについての研究

 小林・益川理論とCP対称性の破れの起源の発見による素粒子物理学への貢献

 有機合成におけるパラジウム触媒クロスカップリング反応の開発

 明るく省エネルギーの白色光源を可能にした効率的な青色発光ダイオードの発明
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眞鍋淑郎博士の2021年ノーベル物理学賞受賞 

眞鍋博士は、地球温暖化予測に関わる大気と海洋の動きを組み込んだ気候モデルの開発に世界

で初めて成功しました。地球の気候変動は、大気、陸及び海の間で熱や水が移動し時間とともに

複雑に変化が起きる現象ですが、複雑な関係をシンプルに定式化し世界で初めてコンピュータを

用いて計算しました。1967年（昭和42年）に発表した論文では、地球大気中の二酸化炭素の濃

度が２倍になると、地球の平均気温がおよそ2.3度上がるとし、二酸化炭素濃度の増加が地球の気

温上昇を引き起こすとの予測を世界に先駆けて明らかにしました。この気候モデルは、気候変動

に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ1）の第１次評価報告書の温暖化予測に取り入れられ、2015年

（平成27年）開催の「気候変動枠組条約第21回締約国会議（ＣＯＰ221）」において国際枠組み

として採択された「パリ協定」にも影響を与えるなど、現在の世界の気候変動対策の基盤に活用

されています。 

受賞発表後の末松文部科学大臣との対話においては、眞鍋博士から、「（地球物理学は）大変お

もしろい分野だから、学生がもっと増えてほしい」、「好きこそ物の上手なれ。自分が好きなこと

をやってほしい」と、子供たちや学生たちへのメッセージをいただきました。眞鍋博士の研究成

果は、地球規模の課題となっている地球温暖化の解明にとどまらず、私たちの暮らしに身近な天

気予報などにも活
い

かされています。我が国にとって大きな誇りと励みになるものです。 

 

■第１-１-２図／ノーベル物理学賞 眞鍋淑郎氏へ、末松大臣がテレビ会議で祝辞（令和３年10月） 
  

 
  

 

 
 
ノーベル物理学賞 眞鍋淑郎氏へ 末松大臣がテレビ会議で祝辞 

URL : https://www.youtube.com/watch?v=zSpskuBRUkc 

                                                  
1  Intergovernmental Panel on Climate Change 
2  Conference of the Parties 

地球温暖化予測に関わる気候モデルの

開発でノーベル物理学賞を受賞された

眞鍋博士から子供たちや学生へのメッ

セージを聞くことができる動画です。 
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第１節 論文指標1 

近年、研究力を測る主要な指標である論文指標について、国際的な地位の低下が続いています。

文部科学省科学技術・学術政策研究所の調査によると、2000年代前半以降の日本の大学の論文数

の停滞要因として、教員の研究時間割合の低下、教員数の伸び悩み、博士課程在籍者数の停滞、

原材料費のような直接的に研究の実施に関わる費用の停滞といった要因が挙げられます。なお、

科学技術立国の実現に向けた最新の取組については第３章及び第４章で紹介しています。 

 １ 論文指標の世界ランク 

第１-１-３図は、主要国の自然科学系における論文数と注目度の高い（他の論文からの被引用

数の高い）論文数（Top10%補正論文数）の世界ランクです。 

・論文数における日本の順位は、20年前（1997-1999年の平均）は第２位でしたが、直近

（2017－2019年の平均）は第４位であり、2000年代前半から低下しています。 

・Top10％補正論文数における日本の順位は、20年前は第４位でしたが、直近は第10位です。 

 

■第１-１-３図／主要国の論文数、Top10％補正論文数の世界ランクの変動 
  

2000年との比較 論文数 ２位→４位、Top10％論文数 ４位→10位 
  

 
  
（注1）Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。3年移動平均値であり、2018年は、2017-2019

年平均値における世界ランクを意味する。 

（注2）論文の被引用数（2020年末の値）が各年各分野（22分野）の上位10％に入る論文数がTop10％論文数である。

Top10％補正論文数とは、Top10％論文数の抽出後、実数で論文数の1/10となるように補正を加えた論文数を

指す。 

クラリベイト社 Web of Science XML（SCIE, 2020年末バージョン）を基に、科学技術・学術政策研究所が集

計。 

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2021」 
  

 

  

                                                  
1  本項目における論文数はすべて自然科学系にかかる論文を対象としている 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

1
9

8
2

1
9

8
4

1
9

8
6

1
9

8
8

1
9

9
0

1
9

9
2

1
9

9
4

1
9

9
6

1
9

9
8

2
0

0
0

2
0

0
2

2
0

0
4

2
0

0
6

2
0

0
8

2
0

1
0

2
0

1
2

2
0

1
4

2
0

1
6

2
0

1
8

論文数（分数）の世界ランク

米国 中国 ドイツ 英国 日本 フランス 韓国

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

1
9

8
2

1
9

8
4

1
9

8
6

1
9

8
8

1
9

9
0

1
9

9
2

1
9

9
4

1
9

9
6

1
9

9
8

2
0

0
0

2
0

0
2

2
0

0
4

2
0

0
6

2
0

0
8

2
0

1
0

2
0

1
2

2
0

1
4

2
0

1
6

2
0

1
8

Top10％補正論文数（分数）の世界ランク

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

1
9

8
2

1
9

8
4

1
9

8
6

1
9

8
8

1
9

9
0

1
9

9
2

1
9

9
4

1
9

9
6

1
9

9
8

2
0

0
0

2
0

0
2

2
0

0
4

2
0

0
6

2
0

0
8

2
0

1
0

2
0

1
2

2
0

1
4

2
0

1
6

2
0

1
8

Top1％補正論文数（分数）の世界ランク

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

論文数（分数）の世界ランク

米国 中国 ドイツ 英国 日本 フランス 韓国

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

Top10％補正論文数（分数）の世界ランク

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

Top1％補正論文数（分数）の世界ランク



    

第１部 我が国の研究力 ～科学技術立国の実現～ 

  8 

第１-１-４表は、直近の集計における論文数、Top10%補正論文数の上位10か国です。 

・論文数は、中国、米国、ドイツ、日本の順です。 

・Top10%補正論文数は、直近の集計でインドに抜かれ、10位に順位を落としています。 

 

■第１-１-４表／国別論文数、Top10％補正論文数：上位10か国（分数カウント法） 
  

  
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に、文部科学省が加工・作成 
  

 

整数カウント法、分数カウント法とは？  

 

整数カウント法、分数カウント法は論文のカウント方法である。整数カウント法は、国単位

での関与の有無の集計であり、例えば日本のＡ大学、日本のＢ大学、米国のＣ大学の共著論

文の場合、日本１件、米国１件と集計することで、「世界の論文の生産への関与度（論文を生

み出すプロセスにどれだけ貢献したか）」の把握に用いられる。一方で、分数カウント法は、

機関レベルでの重みづけを用いた国単位での集計であり、例えば日本のＡ大学、日本のＢ大

学、米国のＣ大学の共著論文の場合、日本2/3件、米国1/3件と集計することで、「世界の論

文の生産への貢献度（論文１件に対しどれだけ貢献をしたか）」の把握に用いられる。 
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 ２ 論文数とTop10%補正論文数の推移 

第１-１-５図は、論文数及びTop10%補正論文数の推移です（論文数に占めるTop10%補正論文

数の割合（Ｑ値）については第１-１-36図参照）。 

・日本の論文数は、一時的な増加を除いて2005年から2015年にかけて減少し、それ以降は微

増しています。 

・日本のTop10%補正論文数は一貫して減少傾向です。 

 

■第１-１-５図／主要国の論文数及びTop10%補正論文数の推移（３年移動平均、分数カウン
ト法） 

  

 
  
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2021」を基に、文部科学省が加工・作成 
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 ３ 組織別の論文数の推移 

第１-１-６図は、論文数の推移を組織別に見たものです。 

・国立大学は、2000年代半ばから減少傾向で、2016年からは微増に転じています。 

・私立大学は、一貫して増加傾向です。 

・国立研究開発法人等は、2000年代半ばから微減傾向です。 

・企業は、バブル経済崩壊から５年後の1996年から減少傾向です。 

以上のように、私立大学は一貫して増加する一方、企業は1990年代半ばから、国立大学、国立研

究開発法人等は2000年代半ばから減少してきたことが分かります。国立大学については2016年

から微増に転じています。 

 

■第１-１-６図／日本の組織区分別論文数の推移（３年移動平均、分数カウント法） 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2021」を基に、文部科学省が加工・作成 
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 ４ 部門別・大学グループ別の論文数及びTop10%補正論文数の推移 

第１-１-７図は、論文数とTop10%補正論文数について、部門別に分けたものです。 

・日本の論文の７割以上は大学等部門が生産しています。 

・大学について、論文数シェアでグループを分け、2000年と2018年を比較すると、論文数に

ついては第１G（トップ４大学）と第３G（地方国立大学中心）が減少しています。Top10％

補正論文数については、どのグループも減少していますが、特に、第１Gと第３Gの減少幅が

大きくなっています。 

 

■第１-１-７図／日本の部門別・大学グループ別論文数、Top10%補正論文数の構造 
  

論文数の割合 大学等部門74％、公的機関部門14％、企業部門６％ 

Top10％補正論文数の割合 大学等部門73％、公的機関部門17％、企業部門４％ 
  

 
 

 
  
（注１）Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。３年移動平均値である。 

（注２)「公的機関部門」には、国の機関、国立研究開発法人等及び地方公共団体の機関を含む。クラリベイト社 Web 

of Science XML (SCIE, 2020年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。 

出典：科学技術・学術審議会学術分科会（第84回）（令和３年９月２日）における科学技術・学術政策研究所の発表資

料を基に、文部科学省作成。 
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 ５ 論文数の要因分析 

第１-１-８図は、文部科学省科学技術・学術政策研究所において、日本の大学を対象として1980

年代からの論文数、研究者数、研究開発費の長期マクロデータを整備し、論文数の増減について

の要因分析を行ったものです。分析結果からは、論文数の増減について、次のような傾向が見え

ています。 

・1980年代後半～1990年代の主な増加要因は、博士課程在籍者数や教員数の増加 

・2000年代半ば～2010年の主な減少要因は、教員の研究時間割合の低下と教員数の伸び悩み 

・2010年代の主な減少要因は、博士課程在籍者数や原材料費のような直接的に研究の実施に

関わる費用の停滞 

以上のように、論文数の増減には複合的な要因が影響しますが、近年の減少要因としては、教

員の研究時間割合の低下（第２節 参照）、教員数の伸び悩み（第３節 参照）、博士課程在籍者

数（第３節 参照）や原材料費のような直接的に研究の実施に関わる費用の停滞（研究開発費の

総額について第４節 参照）といった要因が挙げられます。 

 

■第１-１-８図／整数カウントの論文数変化についての全大学の推計結果（理工農分野） 
  

 
  

図表は分析の結果を用いて、整数カウント（複数国の共著による論文の場合、それぞれの国に論文１報とカウント）の

論文数変化（理工農分野の全大学）を推計した結果である。棒グラフが各要因の論文数変化に対する寄与の推計値、黄

色の線が論文数変化の推計値、赤色の線が論文数変化の実測値、灰色の帯が推計結果の95%信頼区間を示している。 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「長期のインプット・アウトプットマクロデータを用いた日本の大学の

論文生産の分析」を基に、文部科学省 科学技術・学術政策研究所が作成 
  

 

  

1 2 

5 

4 



    

第１章 我が国の研究力の現状と課題 

  13 

第
１
章 

 

 ６ 日英独の大学の論文数比較 

第１-１-９図は、大学が産出する論文数についてのドイツ、英国と日本との比較です。３か国

の比較から、次のような傾向が見えています。 

・日本の上位大学は、ドイツより論文数が多く、英国と同程度です。 

・日本の上位に続く層の大学は、ドイツと英国より、論文数が少ないです。 

・日本は論文数規模の小さい大学が多いです。 

以上のように、我が国は、ドイツ・英国と比べ、上位に続く層の大学の論文数が少ないことと、

論文数規模の小さい大学の数が多いことが分かります。 

 

■第１-１-９図／ドイツ、英国と日本の大学における論文数分布（2013-2017 年時点） 
  

・日独比較 

 
 

・日英比較 

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「研究論文に着目した日英独の大学ベンチマーキング2019」を基に、

科学技術・学術政策研究所が作成 
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第２節 研究者の研究時間割合 

平成14年から５年に１度、大学等教員の職務活動時間割合を調べるため、「大学等におけるフ

ルタイム換算データに関する調査1」を実施しています。本調査によると、平成14年度調査に比

べ、平成30年度調査では、研究時間割合や研究時間は減少しています。また、研究パフォーマン

スを高める上での制約として、最も回答割合が高かったのは、研究時間でした。研究力向上の観

点から、研究者の研究時間割合の確保が重要な課題です。 

 １ 研究時間割合 

第１-１-10図は、全分野の大学等教員の職務活動時間割合の推移です。 

・教員の研究活動割合が減少する一方、教育活動と社会サービス活動の割合が増加していま

す。 

・平成14年度と平成30年度の調査を比較すると、研究活動割合が13.6ポイント減少、教育活

動割合が4.8ポイント増加、社会サービス活動割合が10.8ポイント増加しています。 

第１-１-11図は、学問分野別の大学等教員の職務活動時間割合の推移です。 

・平成14年度と平成20年度の調査を比較すると、いずれの分野でも研究活動割合が減少してい

ます。 

・保健分野では、平成20年度調査以降も、引き続き、研究活動割合が減少する一方、社会サー

ビス活動（診療活動等）が増加しています。 

・保健分野（医学・歯学・薬学等）以外の分野では、平成20年度調査以降、大きな変化はあり

ません。 

以上のように、平成14年度調査時点に比べ、全分野で研究活動割合は減少しています。平成20

年度調査以降、保健分野は一貫して減少していますが、それ以外の分野は横ばいです。 

  

                                                  
1  平成14年度調査は当該年度、平成20, 25, 30年度調査は前年度の活動状況についての調査結果 
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■全分野 

 

■第１-１-10図／全分野における大学等教員の職務活動時間割合の推移 
  

 
  

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に、文部科学省が作成 
  
 

■学問分野別 

 

■第１-１-11図／学問分野別大学等教員の職務活動時間割合の推移 
  

 
  

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に、文部科学省が作成 
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 ２ 年間総職務時間における研究活動時間 

第１-１-12図は、大学等教員の年間総職務時間の推移です。 

・平成14年度と平成30年度の調査を比較すると、研究活動時間は、約65％に減少しています。 

第１-１-13図は、保健分野を除いた大学等教員の年間総職務時間の推移です。 

・研究活動割合の減少が大きい保健分野を除いた場合でも、研究活動時間は、平成14年度と平

成30年度の調査を比較すると、約78％に減少しています。 

以上のように、大学等教員の研究活動時間は一貫して減少しており、研究活動時間のマネジメ

ントの重要性が一層高まっています。 

 

■第１-１-12図／大学等教員の年間総職務時間の推移 
  

 
  

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に、文部科学省が作成 
  

 

■第１-１-13図／大学等教員（保健分野を除く）の年間総職務時間の推移 
  

 

 
  

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に、文部科学省が作成 
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 ３ 年齢階層別の研究活動時間・割合 

第１-１-14図は、年齢階層別の大学等教員の年間総職務時間・割合の推移です。 

・年齢が若いほど、研究活動の割合が高くなります。 

・どの年齢階層においても、一貫して、研究活動時間は減少しており、例えば、25～34歳の研

究活動時間について、平成14年度と平成30年度の調査を比較すると、約68％に減少してい

ます。 

 

■第１-１-14図／大学等教員の職務時間の推移（年齢階層別） 
  

 
 

  
（注）赤字は研究活動時間の割合を示す 

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に、文部科学省が作成 
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 ４ 研究パフォーマンスを高める上での制約 

第１-１-15図は、研究パフォーマンスを高める上での制約についてのアンケート調査結果です。 

・研究パフォーマンスを高める上での制約として最も回答割合が高かったのは、研究時間であ

り、次いで研究資金、研究人材、研究環境の順です。 

以上のように、大学等教員には、研究パフォーマンスを高める上で、研究時間の確保が最大の

課題と認識されています。 

 

■第１-１-15図／教員が研究パフォーマンスを高める上で制約を感じている４要素における回答割合 
  

 
  

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（H30）」を基に、文部科学省が作成 
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 ５ 研究時間面と研究資金面における具体的制約事項 

第１-１-16図は、研究パフォーマンスを高める上での制約として回答割合が高かった研究時間

と研究資金について、具体的な制約事項を尋ねたものです。 

・研究時間においては、過重な教育負担と大学運営業務の二つを制約とする回答割合が高いです。 

・研究資金においては、基盤的経費の不足についての回答割合が最も高く、これに競争的資金

等、外部研究資金の確保が困難という回答が続いています。 

以上のように、研究パフォーマンスを高める上での具体的な制約事項として、教育負担や大学

運営業務によって研究時間が確保できないことや、基盤的経費の不足等によって研究資金が確保

できないことが挙げられています。 

 

■第１-１-16図／教員が研究パフォーマンスを高める上で制約を感じている要素（研究時間、 
研究資金）の具体的項目における回答割合 

  

・研究時間 

 
 

・研究資金 

 
  

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（H30）」を基に、文部科学省が作成 
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第３節 研究人材 

日本の研究者数は、世界第３位の規模ですが、研究時間割合を考慮した研究者数は、2000年代

以降多くの主要国が増加する中、横ばいです。また、大学の本務教員については、40歳未満の若

手の割合が一貫して低下しており、大学院博士課程の入学者数は、2003年度をピークに減少傾向

です。また、我が国の女性研究者割合は、年々増加傾向にありますが、諸外国と比較すると、な

お低い水準にあります。研究時間割合を考慮した研究者数、中でも若手研究者や女性研究者の確

保が重要な課題です。 

 １ 研究時間割合を考慮した研究者数 

第１-１-17図は、主要国等の研究者の推移です。 

・日本の研究者数は2021年3月31日現在において、89.1万人、研究時間割合を考慮した専従換算

で68.2万人と、中国、米国に次ぐ世界第３位の研究者数の規模です。 

・研究時間割合を考慮した専従換算の研究者数は、多くの主要国が増加する中、2000年代以降、

横ばい傾向が続いています。 

・なお、日本の研究者（実数）を組織別にみると、企業が約６割、大学等が約４割、公的機関

等が１割以下となっています。 

以上のように、日本の専従換算の研究者数は世界第３位の規模ですが、多くの主要国が増加す

る中、横ばい傾向が続いています。 
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■第１-１-17図／主要国等の研究者の推移 
  

 
  

注）１．各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年までは人文・社会科学が含まれていない。 

２．日本の2001年以前は４月１日現在、2002年以降は３月31日現在である。 

３．日本の専従換算の値は、1995年まではOECDによる推計値。 

４．中国の研究者数は、2008年までOECDのFrascati Manualに準拠していない。 

５．米国の2000年度以降の値はOECDによる推計値である。 

６．ドイツの1996、98、2000、02、08、10年度の値は推計値である。 

７．フランスの2012、13、18年度の値は推計値、17年度の値は暫定値である。 

８．英国の1983年度までの値は、産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ以上）の従業

者の計で、大学、民営研究機関は含まれていない。また、1999-2010、12、14、16-18年度は推計値、2019

年度は暫定値である。 

９．EUの値はOECDによる推計値である。 

資料：日本：（研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」 

（専従換算の値）OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2022/1.  

インド：UNESCO Institute for Statistics S&T database 

その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2022/1. 

出典：文部科学省「令和３年度版科学技術要覧」 
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第１-１-18図は、各国の規模に鑑み、人口１万人当たりの研究者数で比較したものです。 

・2009年までは主要国の中で最も高い人数でしたが、2010年に韓国、2019年にはドイツが日

本（専従換算）を上回っています。 

 

■第１-１-18図／主要国等の人口１万人当たりの研究者数の推移 
  

 
  

注）１．各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年までは人文・社会科学が含まれていない。 

２．人口１万人当たり研究者数は、人口及び研究者数の値より文部科学省で試算。 

３．日本の研究者数は、2001年以前は４月１日現在、2002年以降は３月31日現在である。 

４．日本の専従換算の値は、1995年まではOECDによる推計値である。 

５．米国の2000年度以降の値は、OECDによる推計値である。 

６．EUの研究者数は、OECDによる推計値である。 

７．ドイツの1996、98、2000、10年の値は推計値である。 

８．フランスの2012、13、19年の値は推計値、17、18年の値は暫定値である。 

９．英国の研究者数は、1983年度までは産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ以上）

の従業者の計で、大学、民営研究機関は含まれていない。また、1999-2010、12、14、16-18年はOECDによ

る推計値、2019年は暫定値である。 

10．中国の研究者数は、2008年までOECDのFrascati Manualに準拠していない。 

11．インドの研究者数は居住者１万人当たりである。 

資料：日本：（研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」 

（専従換算の値）OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2022/1.  

（人口）総務省統計局「人口推計資料」（各年10月１日現在） 

インド：UNESCO Institute for Statistics S&T database 

その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2022/1. 
  

出典：文部科学省「令和３年度版科学技術要覧」 
     



    

第１章 我が国の研究力の現状と課題 

  23 

第
１
章 

 

 ２ 国立大学等における分野別研究者数 

第１-１-19図は、我が国の国立大学等における分野別研究者数（研究専従換算をしていない値）

の推移です。 

・我が国の国立大学等における分野別研究者数の推移を見ると、保健分野では本務教員数及び

医局員・その他研究者は増加していますが、保健分野以外の分野では研究者数はおおむね横

ばいで推移しています。 

 

■第１-１-19図／国立大学等における分野別研究者数の推移 
  

 
  

出典：総務省「科学技術研究調査報告」を基に、文部科学省が作成 
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 ３ 大学本務教員の年齢階層別の構成割合 

第１-１-20図は、大学本務教員の年齢階層別の構成割合の推移です。 

・40歳未満の教員の割合は一貫して低下しており、2001年度では29.5％、2019年度では

22.1％です。 

・一方で、50～59歳及び60歳以上の割合は上昇しており、2019年度では28.1%、19.8％に増

加しています。 

・なお、40歳未満の教員の数は、2001年度は44,727人、2019年度は41,072人となっていま

す。 

 

■第１-１-20図／大学本務教員の年齢階層別の構成割合の推移 
  

 
  

出典：文部科学省「学校教員統計」を基に、文部科学省が作成 
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 ４ 女性研究者の割合 

第１-１-21図は、主要国における女性研究者の割合の推移です。 

・研究者の多様性向上の観点からも女性研究者の活躍は期待されています。我が国の女性研究

者割合は、年々増加傾向にありますが、その割合は、諸外国と比較すると、なお低い水準に

あります。 

・なお、日本の女性研究者数は、2003年は88,674人、2021年は166,304人となっています。 

 

■第１-１-21図／諸外国における女性研究者の割合 
  

 
  

注）１．日本の「研究者」とは、大学（短期大学を除く）の課程を修了した者、又は、これと同等以上の専門的知識を

有する者で、特定のテーマをもって研究を行っている者としており、大学の他、公的機関や企業等における研

究者も調査対象としている。 

２．日本の大学における研究者には、教員（教授、准教授、講師及び助教）の他、医局員や大学院博士課程の在籍

者等も含めて、調査・集計されている。 
  

出典：日本：総務省「科学技術研究調査報告」 

   米国：NSF “Science and Engineering Indicator” 

   その他の国：OECD“Main Science and Technology Indicators”を基に文部科学省作成 
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 ５ 博士課程入学者数 

第１-１-22図は、博士課程入学者数の推移です。 

・我が国の大学院博士課程の入学者数は、2003年度をピークに減少傾向にあり、2021年度は

約1.5万人となっています。 

・社会人博士課程入学者数は、増加傾向であり、全体に占める割合は2003年度と比較すると約

２倍となっています。 

第１-１-23図は、修士課程から博士後期課程等への進学者数・進学率の推移です。 

・修士課程から博士後期課程等への進学率は減少傾向であり、2021年度では9.7％です。 

 

■第１-１-22図／博士課程入学者数の推移 
  

   
出典：文部科学省「学校基本統計」を基に、文部科学省作成 

  
 

■第１-１-23図／修士課程から博士後期課程等への進学者数と進学率の推移 
  

   
出典：文部科学省「学校基本統計」を基に、文部科学省作成 
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 ６ 人口当たり博士号取得者数 

第１-１-24図は、人口百万人当たりの博士号取得者数です。 

・2018年度においては、英国（375人)、次いでドイツ（336人)が多く、日本（120人）は英

独の３分の１程度です。 

 

■第１-１-24図／人口百万人当たりの博士号取得者数の国際比較 
  

 
  

注：米国の博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されている“Doctor's degrees”の数値から、

“Professional fields”(以前の第一職業専門学位：First-professional degree)の数値を全て除いた値である。  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
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 ７ 研究支援者数 

第１-１-25図は、主要国等の研究者１人当たりの研究支援者数です。 

・研究支援者は、研究開発の担い手として重要な存在ですが、我が国における研究者１人当た

りの研究支援者数は0.25人であり、主要国等との比較では低い水準にあります。 

 

■第１-１-25図／主要国等の研究者１人当たりの研究支援者数 
  

 
  

注）１．研究者１人当たりの研究支援者数は研究者数及び研究支援者数に基づき、文部科学省で試算。 

２．各国とも人文・社会科学を含む。 

３．研究支援者は研究者を補助する者、研究に付随する技術的サービスを行う者及び研究事務に従事する者で、 

日本は研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。 

４．フランスの値は推計値である。 

５．英国の値は推計値であり、研究支援者数の値は過小評価されている。 

６．EUの値はOECDによる推計値である。 

資料：日本：総務省統計局「科学技術研究調査報告」 

   インド：UNESCO Institute for Statistics S&T database 

   その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2022/1. 

出典：文部科学省「令和３年度版科学技術要覧」 
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第４節 研究開発費 

日本は、他の主要国と比較して、研究開発費（研究機関が実際に使用した研究費）や科学技術

予算の対ＧＤＰ比は高い水準にありますが、近年、大学部門、公的機関部門、企業部門の研究開

発費は停滞しています。 

 １ 研究開発費総額の対ＧＤＰ比率の推移 

第１-１-26図は、主要国における官民合わせた研究開発費の対ＧＤＰ比率の推移です。 

・日本は、他の主要国と比較して、研究開発費の対ＧＤＰ比は、高い水準にあります。 

・なお、日本の研究開発費については、企業部門が約73％、大学部門が約19％、公的機関部門

が約７％を占めています。 

 

■第１-１-26図／主要国における研究開発総額の対ＧＤＰ比率の推移 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
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 ２ 主要国の政府負担研究費の対ＧＤＰ比率の推移 

第１-１-27図は、主要国における政府が負担する研究費の対ＧＤＰ比率の推移です。 

・政府が負担する研究費の対ＧＤＰ比は、主要国と同程度です。 

 

■第１-１-27図／主要国等の政府負担研究費対ＧＤＰ比の推移 
  

 
  

出典：文部科学省「令和３年度版科学技術要覧」を基に、文部科学省作成 
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 ３ 主要国政府の科学技術予算の対ＧＤＰ比率の推移 

第１-１-28図は、主要国政府の科学技術予算の対ＧＤＰ比率の推移です。 

・日本（地域を含む最終予算）は、2019年は1.03％であり、1.08％の中国や1.09％の韓国と

ともに、他の主要国と比較して高い水準にあります。 

 

■第１-１-28図／主要国政府の科学技術予算の対ＧＤＰ比率の推移 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
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第１-１-29図は、主要国のＧＤＰの推移です。 

・他の主要国がＧＤＰを伸ばす中、日本は微増にとどまっています。 

 

■第１-１-29図／主要国の国内総生産（ＧＤＰ）の推移（ＯＥＣＤ購買力平価換算） 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に、文部科学省が作成 
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 ４ 研究開発費の推移 

第１-１-30図、第１-１-31図、第１-１-32図は、2000年を１とした場合の大学部門、公的機関

部門、企業部門の研究開発費（名目額（ＯＥＣＤ購買力平価換算））の推移です。 

・いずれの部門においても、中国や韓国が大きく伸びる中、日本は停滞しています。 

・特に、大学部門について、他の主要国との差が大きくなっています。 

 

■第１-１-30図／2000年を１とした大学部門の研究開発費の指数（名目額（ＯＥＣＤ購買力平価換算）） 
  

 
  
（注）日本の値及びグラフは国際比較のために教員の人件費について研究専従換算を考慮して計上した値（ＯＥＣＤが

提供している値）である。 

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に、文部科学省が作成 
  

 

■第１-１-31図／2000年を１とした公的機関部門の研究開発費の指数（名目額（ＯＥＣＤ購買力平価換算）） 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に、文部科学省が作成 
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■第１-１-32図／2000年を１とした企業部門の研究開発費の指数（名目額（ＯＥＣＤ購買力平価換算）） 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に、文部科学省が作成 
  

 

 ５ 大学部門の研究本務者１人当たりの研究費 

第１-１-33図は、大学部門の研究本務者１人当たりの研究費の推移です。 

・大学部門の研究本務者一人当たりの研究費は横ばいに推移しており、2004年度は1,248万円、

2021年度は1,230万円です。 

 

■第１-１-33図／研究本務者１人当たりの研究費の推移 
  

 
  

出典：総務省「科学技術研究調査報告」を基に文部科学省が作成 
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第５節 国際頭脳循環 

日本においても国際共著論文の割合は増えていますが、英独仏と比べると、その割合は低い状

況です。また、海外派遣研究者数については、６か月以内の短期派遣者数は増加傾向ですが、中・

長期派遣者数は停滞しています。さらに、米国における博士号取得者数は直近10年で半減してい

ます。 

 １ 主要国の論文数及びTop10%補正論文数における国内論文と国際共著論文 

第１-１-34図は、主要国の論文数及びTop10％補正論文数における国内論文数（国内の研究機

関に属する研究者のみで執筆した論文数）及び国際共著論文数を示したものです。 

・（A）各国とも国際共著論文数が増加しています。ただし、日本は、英独仏と異なり、国際共

著論文より国内論文の方が多くなっています。 

・（B）日本は、英独仏と比べ、Top10％補正論文数が少ない状況です。また、英独仏と同様、

国内論文より国際共著論文の方が多くなっています。 

 

■第１-１-34図／論文数とTop10％補正論文数における国内論文数と国際共著論文数の推移 
（整数カウント） 

  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2021」 
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第１-１-35図は、主要国の国際共著率について、2007 -2009年と2017-2019年を比較したも

のです。 

・日本の国際共著率は10年間で10.1ポイント増加し、35.2％となっていますが、英国、ドイツ、

フランス、米国はそれ以上に増加しています。 

 

■第１-１-35図／国内・国際共著論文関係 
  

 
  

Article, Reviewを分析対象とし、整数カウント法により分析。多国間共著論文は、３か国以上の研究機関が共同した

論文を指す。 

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2021」 
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第１-１-36図は、論文数に占めるTop10％補正論文数の割合（Ｑ値）を示したものです。 

・直近では、日本のＱ値は、ここに掲載した国の中で最も低い状況です。 

・特に、日本の論文の約65％を占める国内論文のＱ値は、年々低下しており、他国と比べてそ

の低下割合が大きくなっています。 

・日本の国際共著論文のＱ値は、他国と同様に年々増加しており、他国と比較するとやや低い

状況です。 

・いずれの国も、国内論文より国際共著論文のＱ値が高くなっています。 

以上より、日本のＱ値は主要国の中で低く、特に、国内論文のＱ値が低下していることが分か

ります。 

 

■第１-１-36図／国内論文と国際共著論文（２国間、多国間）におけるＱ値の割合 
  

 
  

Article, Reviewを分析対象とし、整数カウント法により分析。３年平均値である 

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学研究のベンチマーキング2021」を基に、科学技術・学術政策研

究所が作成 
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 ２ 研究者の海外派遣の状況 

第１-１-37図は、国公私立大学や独立行政法人等の海外派遣研究者数の推移を短期（１か月以

内）／中・長期（１か月を超える期間）に区分して示したものです。 

・短期派遣研究者数は、調査開始以降、増加傾向が見られましたが、2020年度は前年度に比べ

て大きく減少しました。 

・また、中・長期派遣研究者数は2001年度から減少に転じ、概ね同水準で推移してきましたが、

2020年度は前年度に比べて大きく減少しました。 

・2020年度の大きな減少は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた期間が、2019年

度については2020年１月から３月までの３か月間であったものが、2020年度は一年を通じ

たためです。 

 

■第１-１-37図／海外への派遣研究者数（短期／中・長期）の推移 
  

 
  

出典：令和３年度科学技術試験研究委託事業「研究者の交流に関する調査」を基に、文部科学省作成 
  

 

  

29.633 

46.767 

74.803 

104.698 

106.145 

132.682 

128.095 

137.461 

136.459 

168.563 
173.530 

154.734 

0.312 

3.847 

6.044 
7.085 

7.674 

3.972 

5.185 

4.367 

4.291 

4.178 

1.017 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200
（千人）（千人）

（年度）

短期派遣者数（左軸）

中・長期派遣者数（右軸）



    

第１章 我が国の研究力の現状と課題 

  39 

第
１
章 

 

 ３ 研究機関に在籍する研究者に対する海外派遣研究者（中・長期）の割合 

第１-１-38図は、研究機関に在籍する研究者に対する海外派遣研究者（中・長期）の割合の推

移を示したものです。 

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により前年度に比べて大きく減少しました。 

・ポスドク・特別研究員等の割合が最も高く、一般研究員、主任研究員以上、が続きます。一方、

講師の割合が最も低くなっています。 

 

■第１-１-38図／在籍研究者に対する海外派遣研究者の割合（中・長期） 
  

 
  
（注）派遣・受け入れ期間が30日以内を短期、30日を超える期間を中・長期としている。（博士課程の学生は対象外）。 

（注）2007年度以前の調査ではポスドク・特別研究員等を対象に含めるかどうか明確ではなかったが、2008年度調査

からポスドクを、2010年度調査からポスドク・特別研究員等を対象に含めている。 

（注）大学等の調査対象機関は計862機関【国立大学法人（86法人）、大学共同利用機関法人（４法人）、国公私立高等

専門学校（57校）、公立大学（94校）、私立大学（621校）】。独法等の調査対象機関は計54機関【国立研究開発法

人（27法人）、独立行政法人（11法人）、国立試験研究機関（16機関）】。 

出典：令和３年度科学技術試験研究委託事業「研究者の交流に関する調査」 
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 ４ 米国における研究博士号1取得者数の推移 

第１-１-39表は、米国における研究博士号取得者数の推移を示したものです。 

・日本は、2012年と比較して、2020年は半数以下に減少しており、掲載した国の中で、減少

割合が最も高くなっています。 

・2020年、日本は114人ですが、これは韓国の10分の１程度です。 

 

■第１-１-39表／国・地域ごとの米国の研究博士号取得者の推移 
  

 
  
（注）中国、インド、韓国のすべての値は2020年時点で公表された値 

ドイツ、英国、フランスのすべての値は各年時点で公表された値 

日本は、2012、2014、2016年については2016年に公表された値、2018、2020年は各年時点で公表された値 

出典：NSF, Science and Engineering Indicators, 「Survey of Earned Doctorates」を基に、文部科学省作成 
  

 

                                                  
1  Research doctorates 

国 2012 2014 2016 2018 2020
2012を100とした時
の2020の値

日本 240 173 166 117 114 47.5

中国(香港含む) 4,222 4,982 5,527 6,188 6,337 150.1

インド 2,248 2,316 2,195 2,045 2,256 100.4

韓国 1,472 1,284 1,229 1,040 1,054 71.6

ドイツ 200 203 183 144 150 75.0

英国 91 97 115 109 119 122.7

フランス 110 115 105 133 118 107.3
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第６節 特許、技術貿易、産学連携 

パテントファミリー数1について、日本は１位を維持しています。ハイテクノロジー産業（医薬

品、電子機器、航空・宇宙）の貿易収支比は、日本は入超、ミディアムハイテクノロジー産業の

貿易収支比は、日本は出超です。また、我が国の大学等が民間企業等と共同研究等を行った額及

び件数は増加傾向です。 

 １ パテントファミリー数 

第１-１-40表はパテントファミリー数上位10か国・地域の推移を示したものです。 

・特許出願に着目し、各国・地域から生み出される発明の数を国際比較可能な形で計測したパ

テントファミリー数について、日本は１位を維持しています。 

 

■第１-１-40表／主要国・地域別パテントファミリー数（上位10か国・地域） 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
  
 

  

                                                  
1  パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結びつけられた２か国以上への特許出願の束のことです。通常、同じ内容で複数の

国に出願された特許は、同一のパテントファミリーに属します。 
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 ２ パテントファミリーに引用されている論文数 

第１-１-41表は、パテントファミリーに引用されている国・地域ごとの論文数です。 

・日本はパテントファミリーに引用されている論文数が米国、ドイツに次いで多くなっています。 

 

■第１-１-41表／パテントファミリーに引用されている論文数：上位25か国・地域 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
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 ３ 主要国における産業貿易額の推移 

第１-１-42図は、主要国における産業貿易額の推移です。 

・ハイテクノロジー産業（医薬品、電子機器、航空・宇宙）貿易は、輸出入額共に「電子機器」

が多くを占めている国が多くなっています。貿易収支比 （各国最新年）は、日本、米国は入

超、ドイツ、中国、韓国は出超です。 

・ミディアムハイテクノロジー産業貿易の輸出額（各国最新年）を見ると、日本、ドイツでは

「自動車」、米国、韓国では「化学品と化学製品」、中国では「電気機器」が多くを占めてい

ます。貿易収支比は、日本、ドイツ、中国、韓国は出超、米国は入超です。 

 

■第１-１-42図／主要国における産業貿易額の推移 
  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に、文部科学省作成 
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 ４ 大学等と民間企業等との共同研究等 

第１-１-43図は、我が国の大学等が民間企業等と共同研究等を行った額及び件数の推移を示し

たものです。 

・受入額は図に示す全ての区分において増加傾向にあり、特に共同研究においては急激に増加

しています。 

・件数についても治験等を除き増加傾向にあり、こちらも共同研究において増加の傾向が顕著

です。 

 

■第１-１-43図／日本の大学等の民間企業等との共同研究等にかかる受入額（内訳）と 
実施件数の推移 

  

 
  

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
  

 

  



    

第１章 我が国の研究力の現状と課題 

  45 

第
１
章 

 

 ５ ユニコーン企業数 

第１-１-44図は、主要国におけるユニコーン企業数を業種で分類して示したものです。 

・我が国のユニコーン企業数は主要国と比べると少なく、米国及び中国におけるユニコーン企

業数が極めて多くなっています。 

 

■第１-１-44図／分類別・国別ユニコーン企業数（2010～2020年の合計） 
  

 
  

注：1）CB Insightsの調査においてユニコーン企業とされた企業価値が10億ドル以上の未上場企業（2021年４月22

日現在）のデータを基に科学技術・学術政策研究所が作成。 

 2）分類についてはCB Insightsが提示した項目を科学技術・学術政策研究所が仮訳した。D2Cはdirect-to-consumerの

略である。 

 3）CB Insightsに企業価値が10億ドル以上と判断された年である。 

資料：CB Insightsのウェブサイトより2021年５月27日入手。 

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」 
  

 


